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＊中国企業、解雇・未払い頻発…労働争議、運輸など70件
中国で企業の賃金未払いや解雇が相次ぎ、労働争議につながる例が頻発している。香港
の非政府組織（NGO)によると3月以降で70件を超え、業種も自動車製造や運送業など幅広
い。中国は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの封じ込めに成功しつつあるが、全国人民代表大会（全人代）開
幕が5月22日にずれ込み景気対策は遅れ気味だ。雇用と所得の下支えは時間との戦いに
なる。
・精華大学が中小企業1千社を対象にした2月の調査では、85%が「1～3ヵ月で手元資金が
なくなる」と答える。労働争議の増加と符合する。

＊香港上場廃止　国策の影…競争力強化へ再編加速「国有4社」
香港市場で中国国有企業が株式を相次ぎ非公開化している。2020年に入って農産物加工・
販売を手掛ける中国糧油など国有4社が上場廃止を選んだ。株式市場からの資金調達に
見切りをつけたように見えるが、国有企業の再編を進める中国政府の影も見える。
⦿香港市場では企業の上場廃止が相次ぐ
　①大昌行集団＝香港の商社。中国中信が株価低迷で提案
　②華能新能源＝風力発電大手。ｸﾞﾙｰﾌﾟ内の再編を進める狙い
　③中国糧油＝農産物加工・販売。中糧集団が提案
　④中航国際＝電子製造大手。

＊半導体ﾒﾓﾘｰ　攻めの投資貫く…ｻﾑｽﾝ・SK、ｻｰﾊﾞｰ用好調
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｺﾛﾅで「在宅」需要増
ﾃﾞｰﾀ保存に使う半導体ﾒﾓﾘｰの需要が世界的に拡大している。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響でﾃﾚ
ﾋﾞ会議や遠隔授業、動画視聴など大量のﾃﾞｰﾀ通信を伴うﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽの利用が急増。ﾃﾞｰﾀｾﾝ
ﾀｰやﾊﾟｿｺﾝ向けが伸び、最大手の韓国ｻﾑｽﾝ電子などの増益要因になった。設備投資の抑
制や先送りに踏み切る動きが世界で広がる中、ﾒﾓﾘｰ大手は新型ｺﾛﾅの流行前に設定した
投資計画を貫く。
・「世界3強」の半導体事業の営業利益率はいずれも5割を超えた。
　⦿大手3社の決算会見での先行き見通し
　　　ｻﾑｽﾝ＝ﾃﾚﾋﾞ会議や動画視聴の利用増。価格下落は起きにくい
　　　SKﾊｲﾆｯｸｽ＝ﾒﾓﾘｰの成長は加速。4~6月期は出荷量NANDは10%増
　　　ﾏｲｸﾛﾝ＝PC需要は急増、DRAM・NAND好調。5Gﾃｺに伸びる

＊ｲﾝﾄﾞ外資規制、中国が「的」…隣接国からの投資　認可必要に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国は反発「WTO」に違反
ｲﾝﾄﾞが実質的に中国に狙い撃ちにした海外直接投資（FDI）の規制強化を打ち出した。「国
境を接する国」からｲﾝﾄﾞの投資は政府による認可が必要とし、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの拡大で価値
が下がったｲﾝﾄﾞ企業が外資に買収されるのを防ぐ。外国投資を呼び込んで産業新興に繋
げたいﾑﾃﾞｨ政権だが、経済鈍化にｺﾛﾅが追い打ちをかけるなか、貿易赤字などで摩擦を抱
える中国の投資を制限し、一段と保護主義を強めている。
・中国やﾊﾟｷｽﾀﾝなどｲﾝﾄﾞと国境を接する国の企業や投資家がｲﾝﾄﾞに投資する場合はｲﾝﾄﾞ
政府の認可が必要とした。
・中国の海外投資を巡っては米国が規制を大幅強化、欧州連合、豪も規制強化に動き出
す。豪もしかり、どの国も明言はしてないが、念頭に中国。

＊中国、経済回復へ壁…受注不振、海外で落ち込み「4月PMI　50.8」
4月のPMIは50.8と拡大・縮小の節目である50を2ヵ月連続で上回ったが、前月比で1.2ﾎﾟｲﾝﾄ
下がった。統計局によると「受注が足りない」と答えた企業が全体の57%に上った。なかでも
海外受注の不振が鮮明だ。
・農村から都市に出稼ぎに行く農民工は2月末に昨年末比5千万人減り、1～3月は平均給
与が統計開始から初めて減った。

＊台湾、成長1.5%どまり…半導体好調も予想を下回る（1～3月）
2020年1～3月期のGDPが前年同期比1.54%だったと発表した。新型ｺﾛﾅの影響で民間消費
が想定以上に落ち込んでいる。ﾃﾚﾜｰｸなど在宅需要の恩恵で電子部品の輸出は伸びた
が、全体を補えていない。民間消費は0.97%減と、予想を1.72㌽下回った。感染流入を防ぐた
め2月以降に入境制限を厳格化し、海外からの観光客需要が蒸発した。消費意欲も低減し
た。
・ﾓﾉの輸出は3.69%増。外出自粛によるﾃﾞｰﾀ量の増大で、基地局やﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ向けの高性
能半導体需要が拡大。ﾊﾟｿｺﾝ、ﾀﾌﾞﾚｯﾄ、ｹﾞｰﾑ機も伸びる。

＊中国の車工場、通常稼働に…ﾄﾖﾀやﾎﾝﾀﾞ、1割増産
自動車大手が中国の工場を5月から通常の稼働に戻す。ﾄﾖﾀやﾎﾝﾀﾞは生産量を前年同期
比で1割程度増やし、日産自動車も2割減の水準迄引き上げる。中国は欧米などに比べて
いち早く市場回復の兆しが出ており、減産を取りやめて世界販売のけん引役にしたい考え
だ。
・ﾄﾖﾀは中国での販売は2月に約7割減だったが、4月は前年並以上に回復の予定。ﾎﾝﾀﾞは5
月の生産台数を1割増の14万台程度。日産は減産幅を約2割減まで縮める。
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＊感染爆発阻止　ｽﾋﾟｰﾄﾞ認可…「ﾚﾑﾃﾞｼﾋﾞﾙ」日米で使用開始へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　迅速な供給　課題に
日米で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの治療薬として米医薬大手ｷﾞﾘｱﾄﾞ・ｻｲｴﾝｼｽﾞも「ﾚﾑﾃﾞｼﾋﾞﾙ」の使用が
始まる。米政権が1日に緊急使用を認可し、使用に向けて施行令を改正した。米国では治
療薬の開発で先陣を切るため官民が連携し、臨床試験（治験）の開始から2ヵ月あまりという
異例のｽﾋﾟｰﾄﾞでこぎ着けた。新型ｺﾛﾅ治療薬の有望候補として幅広く使われることになる見
通しだが、増え続ける感染者に対応できるだけの供給力が課題となる。
・ﾚﾑﾃﾞｼﾋﾞﾙは重症患者に使用するが、課題は供給体制。

＊ｱﾋﾞｶﾞﾝ承認には時間…柔軟性欠く日本の審査
日本ではﾚﾑﾃﾞｼﾋﾞﾙの使用については「特例承認」を活用する。ﾚﾑﾃﾞｼﾋﾞﾙと同様のｳｲﾙｽ増
殖抑制の機能を持つ、国産の治療薬「ｱﾋﾞｶﾞﾝ」の国内承認には時間がかかり、ｱﾋﾞｶﾝの国
内実用化は今夏になる見通し。日本も緊急時の医薬品などの承認の仕組みを再考するとき
かもしれない。

＊中国建機、相次ぎ値上げ…工事再開で需要急回復
中国の建機機械市場が急回復している。中国政府は感染ｽﾋﾟｰﾄﾞが鈍化したことを受け、中
止していた工事の再開を進めており、4月上旬の国内ｾﾒﾝﾄ業の設備稼働率は前年水準に
近づいた。地方政府も呼応し、浙江省がﾘﾆｱ鉄道などの交通分野に総額約3兆6千億元（約
56兆円)を投じることを明らかにするなどｲﾝﾌﾗ整備計画が相次いでいる。建機の購入は積
極的。
・24時間体制で建機生産を増やしている。三一重工と徐工集団工程機械は4月中旬に油圧
ｼｮﾍﾞﾙを小型で10%、中・大型で5%値上げした。
・ｺﾏﾂの中国での自社製品の平均稼働時間は16.4%減と1月（42.9%）から大幅に改善した。稼
働率が上向いてきているとみている。

＊ﾜｸﾁﾝ　国家の争い激化…米国「ｺﾛﾅ関連に1300億円」
　　　　　　　　　　　　　　　　　 中国「年内に実用化めざす」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽのﾜｸﾁﾝ開発を巡り各国が激しい主導権争いを演じている。先行する米国は
自国での供給・備蓄を目的に1千億円超を投じて、欧米医薬企業の実用化を後押しする。中
国も国を挙げて開発を強化しており、欧州勢も世界競争に割って入る。国主導の開発ｽﾋﾟｰ
ﾄﾞが加速している。
・世界がﾜｸﾁﾝ開発で覇権争いを繰り広げるなか、海外製ﾜｸﾁﾝが速やかに日本に輸入され
るという保証はない。国産ﾜｸﾁﾝ開発を急ぐためにも、制度、資金だけでなく生産体制にそそ
ぐ必要がある。

＊ｲﾝﾄﾞ封鎖、影響長期化…17日まで再延長　車販売ｾﾞﾛ台続出
ｲﾝﾄﾞ政府は1日、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染予防策として都市封鎖を5月17日まで再延長したと
発表した。これまでの全面的な都市封鎖で企業活動は深刻な影響を受けている。ﾏﾙﾁ・ｽｽﾞ
ｷなど4月の国内自動車販売はｾﾞﾛ台が続出した。4月の航空旅客数もｾﾞﾛだった。感染がみ
られない地域では一部の企業活動を再開し始めたが、都市封鎖再延長によってｲﾝﾄﾞ経済
の深刻な低迷は一段と長期化しそうだ。
・最近、ｲﾝﾄﾞ政府は感染状況を「緑」、「ｵﾚﾝｼﾞ」、「赤」に分類した。経済活動の再開の「緑」
は全体の2割強。大半の地域で企業活動が停止。

＊①女性政治ﾄｯﾌﾟ　説明丁寧に…命を守る決断力に支持
⦿台湾・蔡総統「支持60%（3月）⇐41%（19年12月）　蔡氏個人への支持」
　「防疫に携わる一人ひとりが英雄だ。まだ流行は終わっていない。油断しないで」のﾌｪｰｽ
ﾌﾞｯｸの書き込みに「台湾加油（がんばれ）」の書き込みが千件あふれた。評価を集める理由
は感染を抑え込んだｽﾋﾟｰﾄﾞだ。
　・1月下旬、中国本土住民の入境禁止やﾏｽｸの生産・流通の統制など包括的な対策をわ
ずか1週間ほどで実行してみせた。
⦿ﾄﾞｲﾂ・ﾒﾙｹﾙ首相「63%（4月）⇐31%（19年12月）　政府への満足度」
　物理学者であるﾒﾙｹﾙ首相は厳しい現実をありのままに示すことで市民の信頼を掴む。3
月に人口の60～70%が感染すると述べ、大量の検査や厳しい行動制限が必要と訴えた。
「我々は流行の最終局面にいるのではない。かなり長期間、ｳｲﾙｽと共生すべき」と制限緩
和を急ぐ人々に長期戦の覚悟を求めた。「自由の束縛は絶対に必要な時しか許されない」

＊②
⦿NZ・ｱｰﾀﾞｰﾝ首相「41%（2月）⇐39%（19年11月）　与党・労働党の支持」
　3月下旬に都市封鎖に踏み切って以来、NZのｱｰﾀﾞｰﾝ首相はSNSを駆使し、自分の言葉で
外出制限の意味や詳細を説明し続けた。厳しい措置の結果、4月27日深夜から外出制限を
一部緩和、建設業や製造業の操業再開にこぎ着けた。「全国民の努力が感染の鎖を断ち
切った」と述べる。4月下旬の民間調査で9割が政府の対応策を評価する等支持は高まる。
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＊一帯一路、ｺﾛﾅで停滞…ｲﾝﾌﾗ整備　東南ア鈍る
　　　　　　　　　　　　　　　　 労働者の移動制限　外資進出に影響も
東南ｱｼﾞｱのｲﾝﾌﾗ整備が滞り始めた。支援してきた中国が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる移動の制限
で、「一帯一路」関連の事業を推進できない。東南ｱｼﾞｱ各国も感染対策を優先し、整備に投
じる資金や人材を抑制する。成長の基盤であるｲﾝﾌﾗの建設が大きく遅れれば、日本を含む
外資は投資計画の最高を迫られかねない。
⦿東南ｱｼﾞｱで滞る中国関連のｲﾝﾌﾗ事業
　①ﾐｬﾝﾏｰ「火力発電所（計90万kw）＝完成予定の4月上旬に稼働せず」
　②ﾀｲ「高速鉄道（約250㎞）＝契約期限を5月から10月に延期」
　③ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ「火力発電所（計40万kw）＝5月稼働予定が遅れる見通し」
　④ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ「高速鉄道（約140㎞）＝2021年開業が延期」

＊新型ｺﾛﾅﾜｸﾁﾝ　塩野義、21年秋にも発売…「増産へ100億円投資も」
塩野義製薬は2021年の秋にも新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽのﾜｸﾁﾝの市場投入を目指す。国立感染症研
究所（東京、新宿）と共同で進める研究開発と並行し、1千万人規模のﾜｸﾁﾝ生産体制の構
築に向けて100～200億円を投じる検討に入った。通常は臨床結果（治験）を受けて生産体
制を整えるが、早期のﾜｸﾁﾝ提供のために異例の対応をとる。
・生産及び原料調達はすべて国内で行う考えを示した。「国内ﾜｸﾁﾝ」とすることで原料など
のﾘｽｸが少ない安定した供給体制の構築を目指す。

＊②
・例えば小売業界。ｱｲﾘｽｵｰﾔﾏ（仙台市）は商業施設向けのＡＩ搭載ｶﾒﾗを発売した。来店者
の性別や動線などを認識し、購買行動を分析。機器の調達先は中国。

＊ｻｰﾊﾞｰ需要獲得競争…中国大手、日本に参入「在宅で通信量1.5倍」
ﾃﾚﾜｰｸや巣ごもり消費の拡大を背景に増える国内のｻｰﾊﾞｰ需要を取り込もうと、IT企業が
動き出している。ｻｰﾊﾞｰ世界3位の中国企業は日本に本格参入し、ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ向け販売に乗
り出す。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大前と比べﾃﾞｰﾀ通信量が最大5割増え、通信やｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ
の計算を支えるｻｰﾊﾞの増強は不可欠だ。他の外資系も投資に動き、ｼｪｱ上位の国内勢も
迎え撃つ。国内の5千億円市場の勢力図が変わる可能性もある。
・中国のｻｰﾊﾞｰ大手、浪潮集団（ｲﾝｽﾊﾟｰ）がこのほど日本法人を設立。
・世界ｼｪｱ（2019年）＝①ﾃﾞﾙ（米）17.4%②HPE/新華三集団15.5（米中）
　③浪潮集団（中）8.7④ﾚﾉﾎﾞ（中）6.4⑤華為技術（中）5.2⑥他46.4

＊①中国「ｺﾛﾅﾃｯｸ」の足音…日本の中小・地方企業にじわり浸透
　　　　　　　　　　　　　　　　　経済安全保障に懸念も
人民解放軍を率いた毛沢東の「人民戦争理論」の要諦は、地方に支配下を置き、そこから
中央へ攻めるｹﾞﾘﾗ戦術。地方や中小企業・中堅企業から、中国の影響力がじわじわと日本
列島に染み込んでいるに違いない。
・ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団は決済ﾃﾞｰﾀや位置情報から個人の感染ﾘｽｸを割り出しｽﾏﾎに示すｱﾌﾟﾘを開
発。AIの曠視科技（ﾒｷﾞﾋﾞｰ）は画像認識で感染の疑いがある人を見分ける技術を実用化し
ている。ーー現場を使いながら膨大な実証ﾃﾞｰﾀを収集し、日々のｿﾌﾄを更新し実用性を磨く
中国式ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ。完成度を高めてから製品を発売する日本企業はｽﾋﾟｰﾄﾞでは叶わない。

＊東南ｱ新車販売4割減…3月　下げ幅、過去10年で最大
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の3月の新車販売台数は、前年同月比40%減の19万6千台だった。日経
新聞が独自集計している過去10年間では、単月で最大の落ち込みになった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽの影響による各国の需要減や経済活動制限が響いた。
・域内最大規模の市場であるﾀｲでは42%減、約6万台。最も落ち込んだのはﾌｲﾘﾋﾟﾝで67%
減。

＊ｻﾑｽﾝ李氏「世襲をやめる」…財閥、同族経営　岐路に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 韓国政権が問題視　高まる批判
ｻﾑｽﾝ電子ﾄｯﾌﾟの李在陽鎔（ｲ･ｼﾞｪﾖﾝ）副会長が「子供達に会社の経営権を譲らない」と述べ
た。自分の代で世襲をやめることを表明した。李氏を巡ってはｻﾑｽﾝｸﾞﾙｰﾌﾟの経営権を継承
する手法に問題があったとして批判が強まっていた。韓国最大の財閥であるｻﾑｽﾝの決断
は、同族経営が当たり前だった同国の財閥にとって大きな転換点となる。
・西江大の徐廷（ｿ･ｼﾞｮﾝｲﾙ）教授（経営学）は「もはや李氏が承継したような非倫理的、非合
法的な手法では承継は難しい、さらに仮に子供への継承を試みるのであれば、社会的正当
性が厳しく問われることになる」

＊米、対中貿易27%減…1～3月　ｺﾛﾅで停滞　合意暗雲
米商務省が5日発表したﾓﾉの貿易統計によると、1～3月の対中輸出は230億㌦（約2兆5千
億円）で前年同期比14.7%減。輸入30.1%低下し、輸出入を合わせた貿易量は27.2%縮小し
た。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる世界経済の収縮で米中貿易が停滞し、対立の火種になっている。
・20年通年の米国の対中輸出は1940億㌦と前年比82%増やす約束だった。
　米財務長官は「中国は義務を果たすと期待している。達成しなければ、米中関係や世界
経済に甚大な結果をもたらす」。ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領も「中国が米国製品を買わねば取引は終わり
だ」と履行を迫った。
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＊③
・金融ｸﾞﾙｰﾌﾟのSBIHDは、中国金融の巨人、中国平安保険ｸﾞﾙｰﾌﾟ（深圳）と連携し、地銀向
けｻｰﾋﾞｽに取り組む。地銀は企業や個人の情報を握るいわば地域のﾃﾞｰﾀの金庫。高度な
技術を持つ中小企業や、公務員や警察官、原子力発電所の職員などが口座を持っている。
こうしたﾃﾞｰﾀをＳＢＩはｸﾗｳﾄﾞで預かる。ｻｰﾊﾞｰを置くのは日本国内。平安と共同で設立したＳ
ＢＩﾜﾝｺﾈｸﾄ・ｼﾞｬﾊﾟﾝの小枝逸人社長は「日本のﾃﾞｰﾀは日本国外に一歩も出していない」と万
全なｾｷｭﾘﾃｨｰ体制を強調する。
・安全保障政策に関わる日本高官は「ｼｽﾃﾑのﾒﾝﾃﾅﾝｽやｿﾌﾄ更新を中国企業に依存するの
はリスクが大きい」と指摘する。
・ｻｰﾊﾞｰの所在だけでなく、技術者の関与から技術の流出につながる恐れがあるためだ。万
が一、治安やｲﾝﾌﾗ関係者の個人情報や企業の重要ﾃﾞｰﾀが漏れれば、中国企業を通じて
中国政府の手に入るのは明らか。

＊商社一過性損失　6千億円超計上…7社1～3月、資源安響く
総合商社の業績が急減速している。2020年3月期の連結最終損益は大手7社が5社が減
益・赤字となった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で、収益を支えてきた資源事業の市況が急激
に悪化。1～3月期に減損など一過性の損失を合計で6千億円超計上した。
⦿前期は5社が減益・赤字転落
三菱商事＝最終損益《20/3期 5353億円（▴9%）、21/3期 -》、
伊藤忠《5013（微増）、4000（▴20）》、三井物産《3915（▴5）、1800（▴54）
住友商事《1713（▴47）、－》、丸紅《▴1914（赤字）、1000（黒字）》
豊田通商《1355（2）、－》、双日《608（▴14）、400（▴34）

＊ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　労働力「輸入頼み」綻び…ﾏﾚｰｼｱ30万人　封鎖で足止め
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 製造業誘致で成長　壁に
低賃金の外国人労働者を工場などで大量活用してきたｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの経済成長ﾓﾃﾞﾙが新型ｺ
ﾛﾅｳｲﾙｽで綻びをみせている。隣国ﾏﾚｰｼｱからは毎日30万人が越境通勤し貴重な労働力と
なっていた。だがﾏﾚｰｼｱ政府は感染防止を理由に3月から国境を封鎖。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは突如、
貴重な労働力を失っなった。安価な労働力をﾃｺに有力な外資製造業を誘致する国の成長
戦略は今後も維持できるのか、正念場を迎えている。

＊協調融資で2000億円調達…ﾀﾞｲｷﾝ　三井住友銀行などから
ﾀﾞｲｷﾝ工業6月にも、三井住友銀行を中心とした複数の大手金融機関から2000億円規模の
協調融資を受ける方針だ。ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社や取引のある販売店の支援に充てる。欧米でも1000
億円規模の融資を検討する。
・販売店には支払い期限の延期や販売奨励金の先払いなどを支援。
・米国やｲﾀﾘｱなど感染が広がった国は創業を一時中止した。二次感染も考慮し、各国の状
況に応じて機動的に資金調達ができる環境を整える。

＊医療品　海外依存高く…呼吸器9割　感染爆発、備え不安
　　　　　　　　　　　　　　　　 国産化へ400社超協力
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染が広がる中、医療関連品の海外依存の高さが日本の医療体制の弱
みが浮かび上がっている。後発薬の原料では5割を輸入に依存しており供給不安の恐れも
出ている。ﾏｽｸや防護服など医療従事者に必須の医療装備品は軒並み中国からの輸入品
に頼る。一部の医療品では各国で囲い込みの動きもみられる。政府は今後の感染症拡大
に備えるため、400社超と協力して、医療品の国産化を進める。
⦿国内で流通する医療品は海外依存度が高い
　・後発薬の原薬《輸入依存度50%》（依存先：韓国、中国、伊）
　・人口呼吸器《90%超》（欧州、米国）、・Ｎ95ﾏｽｸ《30》（中国）
  ・ｻｰｼﾞｶﾙﾏｽｸ《70～80》（中国）、・布ﾏｽｸ《大部分》（中国、東南ｱｼﾞｱ）
  ・不織布（ﾏｽｸ素材）《約40》（中国）、・植毛綿棒（PCR検査用）《ほぼ100》（伊、米国）
  ・医療用ｶﾞｰｾﾞ《60》（中国）、全身防護服《ほぼ100》（中国、米国、ﾍﾞﾄﾅﾑ）
  ・医療用ｶﾞｳﾝ《大部分》（中国、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）

＊ﾚﾑﾃﾞｼﾞﾍﾞﾙ、供給に課題…新型ｺﾛﾅ薬として「治療薬期間短縮」
厚生労働省が7日承認した新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の治療薬「ﾚﾑﾃﾞｼﾋﾞﾙ」は当面、日本への
供給量が限られる見通しだ。同省は人工呼吸器などが必要な重症患者に投与する。入院
期間を短くして集中治療室（ＩＣＵ）などの逼迫を緩和する効果が期待されるが、軽症段階か
ら投与して重症化を防ぐ薬の登場はまだ先だ。治療法の確立にはなお時間がかかる。

＊ＰＣＲ検査を自動化…富士ﾌｲﾙﾑ　件数増へ熟練不要に
富士ﾌｲﾙﾑＨＤは新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染の有無について、検体を装置にｾｯﾄするだけで全自
動で調べられるPCR検査用の試薬を開発した。検査時も従来の4～6時間から約75分に短
縮出来る。月内に国内向けに発売する。自動化が進めば検査数の拡大につながる。
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＊「一帯一路」ｺﾛﾅの試練…債務返済猶予　各国が要請
　　　　　　　　　　　　　　　　　 中国への支援圧力強まる
中国の「一帯一路」に参加する国の間で、中国に金融支援を求める動きが広がっている。ﾊﾟ
ｷｽﾀﾝ政府が救済を求めたのは、ｲﾝﾌﾗ整備事業「中国ﾊﾟｷｽﾀﾝ経済回廊（CPEC)」を対象と
する債務だ。4月、300億（約3.2兆円）の融資について返済期間の延長を要請。CPECは一
帯一路の中核となる案件の一つで、失敗すれば習国家主席にも痛手となる。中国は整備を
続けるため、債務の繰り延べなどに応じざるをえないと専門家は指摘。
・2国間の交渉よりも包括的な対応を求められている。ｳｲﾙｽの発生源は、中国であり、中国
には各国への支援圧力が高まっている。

＊ﾄﾖﾀ、世界販売15％減…今期営業益8割減「ﾘｰﾏﾝより打撃」
　　　　　　　　　　　　　　　　　国内で生産、政府支援活用も
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大は、世界の自動車産業の生産やｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝに大きな打撃を与
えた。ﾄﾖﾀ自動車にも「ﾘｰﾏﾝ時を上回る」（豊田章男社長）衝撃となり、2021年3月期の世界
販売台数は前期比15%減を見込む。ﾄﾖﾀは生産の回復とともに、供給網を見直し、生産や調
達の分散を進める。国内生産回帰の政府支援活用も検討する方針だ。

＊4月　中国新車販売4.4%増…22ヵ月ぶりﾌﾟﾗｽ　政府支援、背景に
中国汽車工業協会は11日、4月の新車販売台数が前年同月比4.4%増の207万台だったと発
表した。22ヵ月ぶりの前年同月を上回る。ｲﾝﾌﾗ建設再開や買い替え補助金などにより、ﾄﾗｯ
ｸなど商用車の販売台数が過去最高になった影響が大きい。全体の7～8割を占める乗用
車は前年割れが続いている。3月までを比べると改善している。

＊中国、5Ｇｼｪｱ7割へ…通信3社、今年投資4倍超
　　　　　　　　　　　　　　　「米欧、ｺﾛﾅで足踏み」
中国が次世代通信規格「5G」の普及を加速している。既に5G対応のｽﾏﾎの契約は5千万件
を突破。年内には国内で対応ｽﾏﾎが100機種出揃い、契約数で世界の7割を握る見通しだ。
世界でも20ヵ国以上で5Gｻｰﾋﾞｽが開始した。ただ対象地域が国内の一部にとどまり、新型ｺ
ﾛﾅｳｲﾙｽの影響で通信網の整備や対応ｽﾏﾎの投入遅れも目立つ。中国は着々と投資を拡
大し、5Gで覇権を握ろうとしている。
・「新型ｺﾛﾅ危機をを克服できれば、ﾁｬﾝｽが訪れる。5G通信網やﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰなど新しいｲﾝﾌﾗ
の建設を加速しなければならない」と習主席が指示。

＊米政権、中国警告へ…被害の有無は不明
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大を巡る米中対立に関し、中国が米国のﾜｸﾁﾝ開発などのﾃﾞｰﾀを
狙ってﾊｯｷﾝｸﾞやｽﾊﾟｲ活動を行っているとして警告を発出する方針。実際に被害が出ている
かどうかは不明。
・ﾄﾗﾝﾌﾟ政権は新型ｺﾛﾅ対策が遅れたと批判され、最近はﾎﾜｲﾄﾊｳｽ内での感染判明が相次
いでいる。一連の中国批判は責任転嫁だとの指摘も根強く、警告でどこまでの根拠を示せ
るか注目される。
・警告は「ﾜｸﾁﾝや治療法、検査に関する貴重な知的財産やﾃﾞｰﾀを不正に入手しようとして
いる」と中国を批判。中国からの研究者や留学生が関与していることを示唆する内容でFBI
と国土安全保障省が数日以内に発出の可能性がある。
・米国はｳｲﾙｽが中国湖北省武漢の研究所から流出したとの説を唱えてきたが根拠は示せ
ず、同盟国からも疑問視されている。

＊ﾀｲ航空　再建拒む「甘え」…公的支援条件の人員減　労組反発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅ危機でも動けず
ﾀｲ国際航空の再建計画が、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを受けた経営危機の局面でもまとまりを欠いて
いる。政府は約1800億円に上る公的支援の条件として最大8000人の人員削減を柱としたﾘ
ｽﾄﾗを迫った。これに労働組合や利権を持つ政治家や軍関係者が反発し、調整は難航す
る。国営企業特有の「甘え」体質が、今回も着地点が見いだせないでいる。
・新型ｺﾛﾅの影響で各国のﾌﾗｯｸﾞｷｬﾘｱが苦境に陥るが、各国に共通するのが政治家や労組
の影響力が強いことだ。ﾀｲ航空の行方は、他の航空会社にとっても対岸の火事ではない。

＊ﾀﾞｲｷﾝ　純利益41%減…今期　欧州・ｱｼﾞｱで空調機減
ﾀﾞｲｷﾝ工業は12日、2021年3月期の連結純利益が前年比41%減の1千億円になる見通し。新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大の影響が少なくとも上期中は続くとみており、欧州やｱｼﾞｱでｴｱｺﾝなど
の販売が減少する。一方で消費者の関心が高まっている空気清浄機は、増産や新製品開
発を世界で加速する。
・売上高は9%減の2兆3300億円、営業利益は44%減の1500億円を見こむ。新型ｺﾛﾅは売上
高で4500億円、営業利益で1830億円の減少要因になる。
・これまで欧州は熱波の影響で業績伸びた。現在、外出規制の緩和や小売店の営業活動
が部分的に始まったが、業績回復には時間がかかる。
・ｱｼﾞｱでも都市封鎖をした国が多く、経済活動が元に戻るのに時間がかかるとみている。武
漢や蘇州の工場は感染拡大前の生産水準に戻りつつあるが、ｲﾝﾄﾞやﾏﾚｰｼｱの工場は本格
稼働には至っていない。
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＊SMIC　純利益5倍…中国　今期投資を3割増(1～3月）
半導体受託生産の中国最大手、中芯国際集成電路製造（SMIC）が13日発表した1～3月期
の純利益は、前年同期比約5倍となる6400万㌦（約70億円）だった。中国での通信機器向け
の需要が好調で、売上高は35%の9億500万㌦と、四半期ﾍﾞｰｽで過去最高となった。
・華為技術が新型ｽﾏﾎに搭載する半導体の製造委託先を、台湾積体電路製造（TSMC)から
SMICに変更したとされることが業績を押し上げる。

＊ｺﾛﾅ治療薬「年内目標」…武田社長　ﾜｸﾁﾝで他社連携も
武田薬品工業のｸﾘｽﾄﾌ・ｳｪﾊﾞｰ社長は14日、日経新聞社の取引に応じ、開発している新型ｺ
ﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の治療薬について「年内にも患者に使ってもらえる」と述べ、早期の実用化
に意欲を示した。臨床試験（治験）に使う薬の生産を始めており、7月にも米国や欧州、日本
で治験に入る。ﾜｸﾁﾝ開発のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関わる方針も明らかにした。
・治療薬について「免疫ｼｽﾃﾑを助け、ｳｲﾙｽの羅漢に耐性をつける。ｱﾋﾞｶﾝやﾚﾑﾃﾞｼﾋﾞﾙなど
の抗ｳｲﾙｽ薬と補完し合える可能性がある」と説明。「結果は9月頃でる。（欧米などで）迅速
申請制度を使えれば年内にも患者に使ってもらえる。日本政府とも話し合ってる」と述べた。

＊細る「相互取引」中国株に暗雲…ﾄﾗﾝﾌﾟ政権、年金投資を阻止
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 米中対立、資本市場
米連邦職員向け年金基金の中国株への投資見送りは、中国株式相場の先行きに暗い影を
落とす。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大を受けても中国株が持ちこたえているのは、香港経由で
中国株で売買できる「相互取引」が支えてきた面がある。米国に上場する中国企業が、香港
や本土での上場を目指す動きも加速しそうだ。
・米国の対中強硬派には中国企業の米上場を阻止する動きがあり、規制当局も監視を強め
る。貿易と先端技術の争いが金融に及べば、ﾏﾈｰの往来が滞り、景気回復の足かせにな
る。

＊ﾌｧｰｳｪｲ、米制裁の影濃く…半導体苦渋の自前開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5Gｽﾏﾎ　中国部品4割超に上昇
米国が華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）に対し、米企業との取引の大半を禁じる制裁「禁輸措置」を科し
てから、15日でちょうど1年がたつ。重要部品を米国から調達できなくなったﾌｧｰｳｪｲのｽﾏﾎ
は制裁後、どのように変わったのか。同社の技術力を示す最上位のｽﾏﾎを分解すると制裁
の前後で、中国製部品の使用比率が金額ﾍﾞｰｽで約25%から約42%へと大きく上昇した。一
方、米国製部品は約11%から約1%に引き下がったことがわかった。

＊対米追加関税79品目免除…中国、輸入拡大の姿勢訴え
⦿中国が追加関税を免除するのは4回目
　商品（中国企業から関税免除の要望のあった）、ﾚｱｱｰｽ鉱石、金鉱石、配電用銅板、ﾚｰ
ﾀﾞｰ設備、医療用消毒剤、実験用陶器、ﾌﾗｲﾄﾚｺｰﾀﾞｰ、潤滑油の添付剤、特殊ｶﾒﾗ
・中国は8日の協議後の声明で「合意の履行に有利な雰囲気と条件をつくるよう努力を」と。
ﾎﾟﾝﾍﾟｵ米国務長官らが中国を非難する発言を繰り返していることが念頭にある。ｺﾛﾅの責
任追及の動きをけん制するかまえ。

＊ﾃﾝｾﾝﾄ「非ﾘｱﾙ」健闘…ｹﾞｰﾑ・ﾈｯﾄ広告伸び「1～3月、売上高26%増」
中国のIT大手で騰訊控股（ﾃﾝｾﾝﾄ）の優位が目立った。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染による外出控
えが長期化するなか、ｽﾏﾎｹﾞｰﾑや対話ｱﾌﾟﾘ向けの広告利用が伸びている。13日発表の
2020年1～3月期決算は増収増益となった。強みの「非ﾘｱﾙ」のｻｰﾋﾞｽが牽引するが、新たな
ｹﾞｰﾑ規制など懸念もある。

＊武田、純利益36%増…今期　消化器・がん治療薬好調
武田薬品工業は13日、2021年3月期の連結純利益が600億円と前期比36%増える見通しだ
と発表した。主力製品が好調なほか、ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞの製薬ｼｬｲｱｰ買収に関連する費用が減少。
当初計画以上にｺｽﾄ削減が進む。大型買収に伴い膨らんだ有利子負債の削減に向けた非
中核事業の売却も進めており、買収によるｼﾅｼﾞｰ効果をどこまで発揮出来るかが株価回復
の鍵となる。
・「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙに売り上げが成長する薬を１４も抱えている企業は世界にない」とｳｪﾊﾞｰ社長は
いうように収益分散化を評価する向きはある。

＊8K映像で手術室が一変…ｴｱ・ｳｫｰﾀｰ、高精細顕微鏡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　5Gで遠隔診断にも道
高精細の「8K」映像が手術現場を変え始めた。けん引役は産業ｶﾞｽ大手のｴｱ・ｳｫｰﾀｰ。8K
対応の手術用器具（「ﾏｲｸﾛｴｲﾄ」手術用顕微鏡・現行のﾌﾙﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝ対応顕微鏡と比べ16倍
の解像度を持つ）を世界に先駆け発売し、手術室共に販売する。これを高速通信規格の
「5G」と組み合わせれば、遠隔地から医師が診断したり手術の指示を出したり出来るように
なる。医師の働き方が一変するとみて、ｵﾘﾝﾊﾟｽなども遠隔手術ｼｽﾃﾑの開発進める。
・「開腹しなくても患部の状況が手に取るようにわかる」金光幸秀医師。
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＊ｱﾔﾗ、発電「脱石炭」へ先陣…東南ア初、ﾌｲﾘﾋﾟﾝ財閥が表明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再生ｴﾈのｺｽﾄ低下
石炭火力発電所を主力電源としてきた東南ｱｼﾞｱにも低炭素の波が広がってきた。ﾌｲﾘﾋﾟﾝの
大手財閥ｱﾔﾗはこのほど、東南ｱｼﾞｱの主な電力会社では初めて、石炭火力の利用をやめ
ると表明した。再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰのｺｽﾄが下がっているのを背景に「脱石炭」にかじを切り、
電力大手と差異化する方針だ。

＊中国、雇用回復道半ば…生産・投資が牽引「工業生産4ヵ月ぶり＋」
　　　　　　　　　　　　　　　　　消費不振で持続性懸念
中国経済の回復を生産と投資が牽引している。2020年4月は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大以
降で初めて、工業生産と固定資産投資が前年同月比でﾌﾟﾗｽに転じた。雇用を守るため、政
府主導で生産や工事の再開を急いだ。ただ、雇用や所得の不安は解消されず、消費は弱
いまま。今後は外需が急減する恐れがあり、このまま回復軌道をたどるかは見通せない。
・雇用が低迷したのは、政府のﾃｺ入れが効きにくいｻｰﾋﾞｽ産業の就業者が増えているから
だ。ｻｰﾋﾞｽ産業就業者の比率は46%で、第2次産業の1.7倍。就業者の多いﾚｽﾄﾗﾝの売り上
げが31%減。旅行収入も60%減。回復には時間がかかる恐れがある。

＊中国新築住宅値上がり…主要50都市　金融緩和で資金流入
中国国家統計局が18日発表した2020年4月の主要70都市の新築住宅価格動向によると、
前月より上昇した都市の数が50と3月より12増えた。昨年12月以来、4ヵ月ぶりの高水準だ。
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの経済への打撃を和らげるための金融緩和で資金がじゃぶじゃぶになって
おり、一部が不動産市場に流れ込んでいるとみられる。
・前月比の上昇幅が大きいのは、南京、重慶、昆明、杭州など。統計局によると北京、上
海、広州、深圳の「1級都市」の上昇率は平均0.2%と3月から横ばいだ。不動産売買も活発に
なっているとみられる。

＊米との対立　再び深く…報復連鎖、経済回復の重荷
火種は従来の貿易や安全保障から広がりを見せる。報復措置の連鎖を招けば、新型ｺﾛﾅ
の打撃で痛む世界経済の回復をさらに遅らせる。
⦿米国は制裁強化で「抜け穴」を塞いだとｱﾋﾟｰﾙ
　2019年5月
　・米国製の部材やｿﾌﾄｳｴｱ使えず
　・外国製で米国由来の技術やｿﾌﾄが25%以下なら規制外『抜け穴に』
　　　　　　　　　　　　　　　👇
　　　　　　　　　　米政府が制裁強化
　・米国製の製造装置を使えば外国製造の半導体でもﾌｧｰｳｪｲに輸出不可
　・ﾌｧｰｳｪｲが設計に関与した外国製半導体が規制対象

＊米中貿易合意　実現に暗雲…「第一段階」中国輸入増えず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 米は不満、関税合戦も
米中貿易合意の実現に暗雲が垂れ込めている。2020年1月に署名した貿易協議の「第1段
階合意」の柱である中国による米国産品の輸入拡大が進んでいないからだ。中国は低姿勢
で合意履行を訴えるが、ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領は不満を募らせる。合意が決裂し、関税合戦が再
び始まる恐れがある。

＊都市封鎖ｲﾝﾄﾞ　ｺﾛﾅ止まらず…貧困層多く　暮らし密集
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 9万人超感染　中国上回る
ｲﾝﾄﾞが都市封鎖（ﾛｯｸﾀﾞｳﾝ）の3度目の延長を余儀なくされた。人口密度の高いｽﾗﾑや出稼
ぎ労働者の帰郷、宗教関連の集会などで拡大が止まらず、感染者数（8万5千人）は中国を
超えｱｼﾞｱ最大になった。政府は20兆ﾙﾋﾞｰ（28兆円）規模の経済対策を打ち出したものの、
封鎖が長びく中で経済の下支えにどれだけ効果があるか不透明だ。

＊中国EV市場、急ﾌﾞﾚｰｷ…25年目標700万台　達成厳しく
　　　　　　　　　　　　　　　　　政府支援頼みに限界
中国のEV普及に急ﾌﾞﾚｰｷがかかっている。政府が昨年、ﾒｰｶｰへの販売補助金を減らした
途端、販売が急降下し、同年の販売は4%減と初のﾏｲﾅｽ成長になった。政府は急遽、年内
終了予定のEV補助金を2年間延長し、てこいれを急ぐ。ただ、その他の目玉の普及策も機
能せず、中国のEV戦略は大きな見直しを余儀なくされそうだ。

＊ﾐｬﾝﾏｰのｽﾏﾎ決済…ｱﾘﾊﾞﾊﾞ系、80億円出資
中国のｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団傘下の金融会社ｱﾝﾄ・ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙは18日、ﾐｬﾝﾏｰでｽﾏﾎ決済などを手掛
けるﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾏﾈｰ･ﾐｬﾝﾏｰと資本・業務提携をすると発表した。ﾐｬﾝﾏｰでは今後、ｽﾏﾎ決済の
市場は提携を通じ、ｱﾘﾊﾞﾊﾞ系の決済である「支付宝（ｱﾘﾍﾟｲ）」の技術などを利用してﾐｬﾝﾏｰ
でのｼｪｱ獲得を急ぐ。
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＊中国、途上国に2100億円…WHO総会開幕　ｺﾛﾅ対策で
WHOの年次総会が18日開幕した。開会式では中国の習近平国家主席が、2年間で新型ｺﾛ
ﾅｳｲﾙｽ対策に20億㌦（2100億円超）を供出すると表明。国際協調を呼びかけたが、「中国
寄り」だとWHOを批判する米国との対立はさらに深まりそうだ。米国が支持した台湾の総会
参加は中国の反発で今回は棚上げに。米中対立でｺﾛﾅ禍の克服が遠のく懸念がある。

＊新車販売　4月は91%減…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　最大の落ち込み
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの4月の新車販売が前年同月比91%減の7871台と、過去最大の落ち込みを見せた
ことが、18日わかった。自動車製造者協会（ｶﾞｲｷﾝﾄﾞ）が明らかにした。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱはﾀｲと並ぶ
東南ｱｼﾞｱ最大の新車市場を持つ。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大を受け、4月から首都ｼﾞｬｶﾙﾀ
特別州など国内の各州が大規模な行動制限に踏み切り需要が急減した。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでは日本車のｼｪｱが9割を超える。首位のﾄﾖﾀは93%減、2位のﾀﾞｲﾊﾂ工業も92%
減。

＊日本経済の回復、早くて来年後半…GDP1～3月年率3.4%減
⦿主なｴｺﾉﾐｽﾄの見方
　・日本総研・松村秀樹＝潜在成長率が低い為中国や米国より遅い
　・BNPﾊﾟﾘﾊﾟ・河野龍太郎＝増税前のGDP回復は早くても2024年半ば
　・富国生命・大野敏明＝雇用悪化で景気回復は緩慢。GDP回復は23年
　・野村総研・木内登英＝7～9月期も小幅なﾏｲﾅｽ成長
　・新生銀行・伊藤篤＝年内に再流行も。10～12月期は再びﾏｲﾅｽ成長に
　・みずほ総研・酒井才介＝治療薬やﾜｸﾁﾝ普及に時間。GDP回復に3年

＊東南ア、経済減速が鮮明…外出規制　通貨危機以来の試練
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策として東南ｱｼﾞｱ各国が導入する外出・移動規制により、域内の生産や
消費、貿易の減速が鮮明になって入る。
・ﾀｲ政府は18日に発表した1～3月期の実質GDPは前年同期に比べ、1.8%減少した。ﾏｲﾅｽ
成長は6年ぶりだ。製造業2.7%減、海外からの観光客の減少で宿泊・飲食業も24.1%減と市
場が大きく縮小した。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは4月の輸出が4%減り、貿易赤字に転落。ﾌｲﾘﾋﾟﾝではｲﾝﾌﾗ整備事業が軒並み停
止した。
・IMFは東南ｱｼﾞｱ主要5ヵ国の20年の成長率は22年ぶりにﾏｲﾅｽと予測。

＊[１]中国小売　ITで変える…感染防止がﾃｰﾏ「QRｺｰﾄﾞ決済、画像分析
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｽﾀｰｯﾄｱｯﾌﾟ3社の見通し
 ①QR決済、ｱｼﾞｱで定着‥北京意鋭新創科技「王越董事長」（2002年設立、北京。日本で
QRｺｰﾄﾞを知り、操業）＝「制約が少ないQRｺｰﾄﾞに強みがある」「3月までは商談が滞ったが、
現在は以前より忙しい。顧客がQRｺｰﾄﾞ決済と組み合わせた割引券の発行など新たな消費
喚起策を打ち出しているからだ」「ｲﾝﾄﾞのﾓﾊﾞｲﾙ決済最大手『Pay（ﾍﾟｲ）tm』から受注、他も」
「ｱｼﾞｱ全体で感染防止はもちろん、経済対策の観点からもｷｬｯｼｭﾚｽ決済の需要が伸びる」
　②ﾗｲﾌﾞ販促、ﾃﾞｰﾀ武器‥雲亨智慧「沙涛CEO」（2016年設立、上海。音声のAI技術を手掛
け、ﾕﾆｸﾛ、ZARAが顧客）＝「中国では外出規制中、小売業者が動画で商品を紹介するﾗｲ
ﾌﾞ配信型のﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞが急増したが、これを助ける機能を開発した。視聴者の質問やｺﾒﾝﾄ
に対し、ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀで即座に的確な商品やｻｰﾋﾞｽを抽出」「ｺﾛﾅを機に、省人化につながるﾃﾞ
ｼﾞﾀﾙ化は加速。拡張現実や動画配信技術などに商機がある」

＊[２]
③AI投資、感染防止に‥上海悠絡客電子科技「沈修平董事長兼CEO」
　（2009年設立、上海。小売業に特化した画像解析の草分け。ﾃﾝｾﾝﾄから出資を受けてる）
＝「当社のｼｽﾃﾑはｱﾊﾟﾚﾙなどで監視ｶﾒﾗの画像から顔を識別し、客毎の接客や商品管理
が出来る。外出制限中は客が激減したが、ｼｽﾃﾑの利用率は大きくは落ちなかった。店員が
店に行かず、ｶﾒﾗで店の状況など確認することが増えたため」「感染防止のため、人同士の
接触や人手の作業が避けられるようになった。大手企業を中心に、AIや店舗のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化に
対する投資はさらに増えるとみる」
　　「実店舗が急回復する客足を掴むにはITの活用が欠かせない」

＊ﾛｼｱ、中国と虚業強化…宇宙・資源開発、米に対抗
ﾛｼｱが中国との「戦略的ﾊﾟｰﾄﾅｰ関係」のさらなる強化に動いている。月面基地建設での協
力や天然ｶﾞｽを中国に輸出する新たなﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ計画など宇宙や資源、軍事で大型事業が
浮上する。ﾛｼｱの「中国ｼﾌﾄ」に拍車がかかれば、中ロと米国の対立の構図が鮮明になりか
ねない。
・24年までに人類を送り、月面に基地を建設するという米国の「ｱﾙﾃﾐｽ計画」に対抗しようと
している。
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医薬

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ、売上高22%増…１～3月、巣ごもり消費追い風
ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団が22日発表した2020年1～3月期決算は、売上高が前年同期比22%増となった。
26%増の騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）などﾗｲﾊﾞﾙ勢とほぼ同等の伸び率を確保した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの
影響で、約4割の増収となった19年10～12月期に比べ伸び率は鈍った。ただﾈｯﾄ関連の需
要が大きく回復し始めており、同業大手と同様、ｺﾛﾅ後の「ﾆｭｰﾉｰﾏﾙ（新常態）」をにらみ、ｸ
ﾗｳﾄﾞ関連で3兆円の大型投資を決めるなど攻勢をかける計画だ。

＊ﾜｸﾁﾝ量産　設備が壁…特殊な技術　欧米勢が先行
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの予防ﾜｸﾁﾝの実用化に向け欧米企業が普及のｶｷﾞを握る量産体制の整備
に動く。英医薬大手ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶが21日、英ｵｯｸｽﾌｫｰﾄﾞ大学が開発したﾜｸﾁﾝを年間10億回分
供給できる体制を整えたと発表。米新興のﾊﾞｲｵ企業ﾓﾃﾞﾙﾅも同規模の大量供給の体制を
構築する。ﾜｸﾁﾝ量産には多額の費用必要。欧米では開発のｺﾞｰﾙを前に早くも量産技術を
競い合うが、日本勢は出遅れ感が歪めず政府が供給能力の強化に乗り出す。
⦿主なﾜｸﾁﾝの開発状況《開発国＝開発企業「量産企業」（実用時期）》
米国＝ﾓﾃﾞﾙﾅ「ｽｲｽ･ﾛﾝｻﾞ」(今秋）、中国＝ｶﾝｼﾉ・ﾊﾞｲｵﾛｼﾞｸｽなど「不明」（年内）、北京生物
製品研究所＋ｼﾉﾌｧｰﾑ「不明」（21年上期）、英国＝ｵｯｸｽﾌｫｰﾄﾞ大学「英ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶ」（9月）、
米国＝Ｊ＆Ｊ「同」（年内）、独＝ﾋﾞｵﾝﾃｯｸ＋米ﾌｧｲｻﾞｰ「ﾌｧｲｻﾞｰ」（年内）、英・仏＝ｻﾉﾌｲ＋ｸﾞﾗ
ｸｿ・ｽﾐｽｸﾗｲﾝ「仏ｻﾉﾌｲ」（21年下期）、日本＝ｱﾝｼﾞｪｽ＋ﾀｶﾗﾊﾞｲｵ「ﾀｶﾗﾊﾞｲｵ」（21年3月）

＊
ﾃﾞﾝﾏｰｸ・UVDﾛﾎﾞｯﾂ＝殺菌用の紫外線を出す消毒ﾛﾎﾞｯﾄは、自動で地図を作成しながら夜
間に消毒作業をする。
米ｱﾊﾞﾛﾎﾞﾃﾞｯｸｽ＝ｺﾛﾅ対応の医療機関に遠隔操作で患者とやり取りするﾛﾎﾞｯﾄを提供し、
「医療ｽﾀｯﾌが体を洗う時間やﾏｽｸ、ｶﾞｳﾝを節約」
中国・新石器慧通科技（ﾈｵﾘｯｸｽ）＝一定の条件下でｼｽﾃﾑが全ての運転を担う「ﾚﾍﾞﾙ4」の
自動運転技術を持つ。消毒・宅配用を中心に今年に入り世界中から1000台超の注文が
入った。
ｵﾘｨ研究所（東京・港）＝人間の動きをﾘｱﾙﾀｲﾑで再現する「ｱﾊﾞﾀｰ（分身）技術」を使い、ﾎﾃ
ﾙなどで使ってもらう。

＊ｺﾛﾅ対応、ﾛﾎﾞ増産進む…ｾﾞﾈｯｸｽ・消毒用で10倍、ZMP・警備で千台
・米ｾﾞﾈｯｸｽ＝同社の「ﾗｲﾄｽﾄﾗｲｸ」は高さ1㍍超。ｾﾝｻｰで周囲を確認し、病院内を自動で動
き、強力な紫外線を浴びせ、ﾄﾞｱﾉﾌﾞや壁に残った細菌にﾀﾞﾒｰｼﾞを与える。紫外線がｺﾛﾅに効
果があると確認。2020年の計画比で10倍。政府機関、空港やﾎﾃﾙ、製薬会社から問い合わ
せがある。
・ZMP(東京・港）＝自動搬送ﾛﾎﾞｯﾄ「ｷｬﾘﾛ」。ｷｬﾘﾛの配膳が予定される。弁当を積みｴﾚﾍﾞｰﾀ
に乗り、ｺﾛﾅ軽症者が宿泊する階に止まると自動で降りる。指定場所まで移動し館内放送を
流して軽症者が受け取りに来て、食事後はｷｬﾘﾛに空き箱を返す仕組みだ。自治体が導入
を検討中。ZMPはﾋﾞﾙ内の警備ﾛﾎﾞｯﾄ「ﾊﾟﾄﾛ」に消毒液を散布する機能を付ける。

＊ﾀｲ航空　経営破綻…政府系大手、ｺﾛﾅで初（更生手続きへ）
ﾀｲ政府は19日、経営危機に陥ったﾀｲ国際航空の法的整理を閣議決定した。破産法に基づ
く会社更生手続きを裁判所に申し立てる。事業を継続しながら債務再編やﾘｽﾄﾗを実施し、
経営再建を目指す。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響で政府系の大手航空会社が破産するは初めて。
・政府が51%を出資するﾀｲ航空は格安航空会社（LCC)との競争などが響きｺﾛﾅ以前から財
務が悪化していた。
・国営企業にありがちな高ｺｽﾄ体質や、政治家との癒着が原因とされる。経営効率化に向け
て民営化も検討する模様だ。

＊中国企業、資金調達に壁…米ﾅｽﾀﾞｯｸ上限制限で
中国企業が資金調達の戦略見直しを迫られている。米取引所大手ﾅｽﾀﾞｯｸが新規上場ﾙｰﾙ
の厳格化に乗り出すなど中国企業が米国で上場するのが難しくなっているためだ。すでに
半導体大手が上海での上場に名乗りを上げ、ECやｹﾞｰﾑ大手も香港に上場するとの観測が
浮上。習近平指導部は本土市場の上場基準を緩和し、米上場企業に「回帰」を促す。
・上場ﾙｰﾙ変更案は企業の監査状況をこれまでよりも厳しく審査することが主な内容だ。ﾅｽ
ﾀﾞｯｸ上場を目指す海外企業の多くが中国企業だ。

＊SMIC、半導体増産急ぐ…ﾌｧｰｳｪｲ制裁対応
　　　　　台湾TSMC代替限界も「中国政府系が2400億円出資」
中国の半導体受託生産最大手、SMIC（中芯国際集成電路製造）が、中国政府系のﾌｧﾝﾄﾞか
ら22億5千万㌦（約2400億円）の出資を確保した。増産や技術開発に充てる。米政府の制裁
強化で華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）の半導体調達は支障が出る可能性が高まる。中国側は半導体
の自給率引き上げを目指すが、技術水準はなお低く限界もある。



2020/5/24 医薬

2020/5/25 経済

2020/5/25 経済

2020/5/26 経済

2020/5/26 経済

2020/5/26 経済

＊接触検地ｱﾌﾟﾘ　60ヵ国に広がる…監視懸念/効果に「普及6割」の壁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　ﾃﾞｰﾀ管理、透明化が課題
ｽﾏﾎで新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染者との接触を検知するｱﾌﾟﾘの導入が60ヵ国以上に広がってい
る。ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ保護との兼ね合いで方式が分かれ、米ｸﾞｰｸﾞﾙとｱｯﾌﾟﾙも独自技術を共同開発
した。感染状況の把握は経済活動の再開にも影響する。だが大半の国でｱﾌﾟﾘが浸透せず、
効果を発揮できる「普及率6割」に届かない。利用者増が課題だ。
・接触検知ｱﾌﾟﾘはｽﾏﾎの「ﾌﾞﾙｰﾄｩｰｽ」を使い、感染者との接触を知らせるﾀｲﾌﾟが主流。ｱﾌﾟﾘ
を入れたｽﾏﾎ同士が近づくと自動的に接触ﾃﾞｰﾀが蓄積。感染者が出ると、過去2週間分、
接触した人に知らせる。
＊深圳ﾃｯｸ企業　選別の波…高級品通販逆風「AI・ﾛﾎﾞは伸長」
「中国のｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰ」と呼ばれる深圳市のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが選別される。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡
大で投資額が激減したためだ。ｺﾛﾅと共存する新しい社会で深圳発ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝがさらに広が
る可能性がある。
⦿深圳の主なｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟと新型ｺﾛﾅ問題の影響（①事業内容②最近状況）
　・「ﾛﾎﾞｯﾄ」隆博科技（AICROBO)ー①工場や倉庫向けの自立移動ﾛﾎﾞｯﾄ、
　　　②物流自動化製品の受注量が3割増◎
　・「ﾛﾎﾞｯﾄ」藍胖子机器人ー①荷物を仕分けするﾋﾟｯｷﾝｸﾞするﾛﾎﾞｯﾄ
　　　②ｻﾌﾟﾗｲﾁｪ-ﾝの混乱はあったが、ﾛﾎﾞｯﾄ需要が拡大◎
　・「AI」雲天励飛技術（ｲﾝﾃﾘﾌｭｰｼﾞｮﾝ）－①防犯ｶﾒﾗから人・物を特定
　　　②4月に約150億円調達。「感染防止目的で需要増◎
　・「ﾊﾟﾈﾙ」柔宇科技（ﾛﾖﾙ）－①有機ELﾊﾟﾈﾙやｽﾏﾎ生産
　　　②ｽﾏﾎ需要低迷を受け、新規事業開発を強化〇
　・「EC」走秀網（Xiu.com）－①高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞのﾈｯﾄ通販
　　　②3月に営業停止✖

＊論文発表数、米が圧倒…中国が猛追、欧州も上位「ｹﾞﾉﾑ編集」
・生命科学・ﾊﾞｲｵ分野の基盤技術として定着したｹﾞﾉﾑ編集。ｹﾞﾉﾑ編集は設計図に例えられ
る遺伝子を効率よく切り貼りできる革新的な技術だ。
⦿被引用件数が上位10%に入る論文の発表機関（世界）
　　　　　　　（順位　機関名＝ﾄｯﾌﾟ10%の論文数「ｹﾞﾉﾑ編集の全論文数」）
①米・ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学＝669「1746」②米・ﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ工科大学＝400「813」
③中・中国化学院＝396「1303」④米・ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ大学ﾊﾞｰｸﾚｰ校219「513」
⑤米・ｽﾀﾝﾌｫｰﾄﾞ大学＝212「623」⑥仏・国立科学研究ｾﾝﾀｰ＝195「871」
⑦ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ大学ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ校194「497」⑧独・ﾏｯｸｽﾌﾞﾗﾝｸ協会150「545」
⑨独・ﾍﾙﾑﾎﾙﾂ協会=150「545」⑩米・ｺｰﾈﾙ大学＝143「401」

＊台湾IT、投資回避2.7兆円・・・昨年からの累計　対中の5倍
台湾の製造業が中国から回帰する動きを強めている。台湾当局への投資申請は2019年1
月からの累計で、ﾊｲﾃｸ分野を中心に7600億台湾㌦（約2兆７千億円）に達した。米中貿易摩
擦を受け中国外での生産を求める顧客が増えているためだ。単純計算では対中投資の５
倍強のﾍﾞｰｽだ。
⦿台湾企業による主な投資計画（社名＝事業内容「台湾での投資計画」）
①ｸｱﾝﾀ＝EMS世界3位「約150億台湾㌦を投じ、米向き部品用新棟建設
②ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ＝EMS世界2位「通信機器の開発拠点増強。150億台㌦投資」
③ﾕﾆﾏｲｸﾛﾝ＝プリント基板「265億台㌦投資。22年生産増強開始」
④AUO=液晶ﾊﾟﾈﾙ大手「407億台㌦、車向け等高付加価値品強化」
⑤ｲﾉﾗｯｸｽ＝液晶ﾊﾟﾈﾙ大手「中国から一部移転。701億台㌦で無人工場」
⑥ｼﾞｬｲｱﾝﾂ＝ｽﾎﾟｰﾂ自転車「50億台㌦で米向きﾏｳﾝﾃﾝﾊﾞｲｸ生産能力拡張」
⑦ﾔｹﾞｵ＝電流などの制御部品「312億台㌦で増産。3月1600人雇用募集」

＊EU内生産生産拡大　中国頼みを脱却…欧州委、ｺﾛﾅ機に新ﾙｰﾙ
　　　　　　　　　　　　　　　EV電池や医薬品
欧州連合（EU）がEV用電池や医薬品などの戦略分野の調達手法を抜本的に見直す。国際
分業による生産ｺｽﾄの低減を進めてきたが、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大によるｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ
の寸断で調達が難しくなったためだ。調達先の多様化や重要部品の域内生産を進め、中国
など第三国に過度に依存しない体制をつくる。
＊人民元基準値　12年ぶり安値…中国　米けん制へ元安容認か
中国人民銀行は25日、人民元取引の基準値を12年3ヵ月ぶりの安値となる１㌦＝7.1209元
に設定した。相場実勢に追随し、事実上の元安容認と言える。「香港国家安全法」を巡り、
米中の緊張が高まる中、米国をけん制するため元安ｶｰﾄﾞをちらつかせたとの受け止めが多
い。
・米国の制裁で中国経済が打撃をうければ資本流出を誘発しかねないとの懸念が背景にあ
る。長期戦も視野に入れている。
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2020/5/31 経済 ＊香港、揺らぐ貿易・金融…輸出規制や移動手段
　　　　　　　　　　　　　米企業の活動に影響「中国、外貨流入減も」
中国と政界を結ぶ貿易・金融ｾﾝﾀｰの役割を果たしてきた香港の地位が危うくなっている。ﾄ
ﾗﾝﾌﾟ米大統領は29日、米国が香港に認めている優遇措置の廃止に向けた手続きに入ると
表明した。実現すれば香港が「一国二制度」によって得ていたﾒﾘｯﾄが失われ、中国本土の
都市と変わらない存在になる恐れがある。ﾄﾗﾝﾌﾟ氏の強硬策は、香港の外資系企業や、香
港を通じて外貨を調達してきた中国企業にも影響が及ぶ。
・中国は香港を外資ﾏﾈｰの玄関口として利用してきた。対中直接投資全体の7割が香港経
由だ。
・中国は香港のような自由で開放的な経済をめざしておらず、共産党内にも「上海や深圳に
は香港の地位は代替できない」（黄奇帆元重慶市長）。

＊東南ｱｼﾞｱVC、医療・金融に的…ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの新興企業に資金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｺﾛﾅ下でも成長期待
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響で、東南ｱｼﾞｱのﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ（VC)が1～3月期に新たに確保した資
金は約13億㌦（約1400億円）にとどまった。2019年10～12月期から半減した。東南ｱのｽﾀｰﾄ
ｱｯﾌﾟには今後、資金が流れづらくなる見込み。ただ、その状況下でもｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの医療や金
融関連の有力企業は資金調達を成功させ、事業の拡大が目立つ。東南ｱ域内でも今後、優
勝劣敗が大きく進みそうだ。
⦿ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの有力新興企業はｺﾛﾅ下でも成長を見せる
　　　ﾄﾞｸﾀｰ･ｴﾆｳｴｱ（ｵﾝﾗｲﾝ診療）、ｼｮｯﾌﾟﾊﾞｯｸﾞ（現金還元ｻｰﾋﾞｽ）、
　　　ﾊﾞﾙﾀﾞｽ・ｷｬﾋﾟﾀﾙ（融資仲介）、ﾆﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ（物流）、
　　　RWDCｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ（正分解性ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ）

＊VW、中国との蜜月深化…国有企業に50%出資
　　　　　　　　　　　　　　　　　 李首相が「仲人」EV拡充
独ﾌｫﾙｸｽﾜｰｹﾞﾝ（VW)は29日、中国国有自動車中堅の安徽江准淮汽車（JAC）の親会社に
50%出資することで基本合意したと発表した。投資額は10億ﾕｰﾛ（約1200億円）。JACが本拠
を置く安徽省は李克強首相の出身地だ。中国市場でﾄｯﾌﾟｼｪｱを持つVWは政府との関係を
深め、優位を一層強める狙いがある。
⦿19年の中国乗用車販売台数《順位・企業＝販売台数万台（前年比%）》
1位・VW＝423（▴1.0）　2位・上海汽車＝171（▴17.9）　3位・ﾄﾖﾀ＝169（10.3
4位・GM＝160（▴18.8）　5位・ﾎﾝﾀﾞ＝158（7.6）　6位・吉利＝155（▴7.8）
7位・ﾙﾉｰ三菱日産＝153（▴3.2）　8位・現代＝101（▴14.4）

＊香港、人材流出を懸念…中国「国家安全法」採択で
　　　　　　　　　英・台湾、受け入れ支援へ「ﾋﾞｼﾞﾈｽ拠点、魅力揺らぐ」
中国が反体制活動を禁じる「香港国家安全法」の制定を決め、香港の経済界で人材流出へ
の懸念が高まっている。ﾋﾞｻﾞ取得などを支援する企業への問い合わせが急増し、香港とつ
ながりが深い台湾や英国は受け入れ支援に乗り出した。優秀な人材を雇いにくくなれば、ﾋﾞ
ｼﾞﾈｽ拠点としての魅力が低下する。
・香港は隣接する中国の深圳より高等教育への評価が高く、優秀な人材を採用しやすいと
いう。「定義があいまいな国家安全法は施行されると、香港で一流の人材を採用して雇用を
維持するのが難しくなる」

＊ﾌｧｰｳｪｲ、米規制に対抗…半導体、迂回調達探る
　　　　　　　　　　　　　　　　　 中国勢、日本企業にも触手
中国の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）が米政府による輸出規制の強化への対抗策を模索している。半
導体の主な生産委託先である台湾積体電路製造（TSMC)との直接取引が難しくなるため、
台湾半導体設計・開発大手の聯発科技（ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ）を通じてTSMC製の半導体を調達する
検討に入った。中国勢は「抜け穴を」を探ろうと、日本企業にも接触するが、米国は規制をさ
らに強化する可能性もある。

＊島津も唾液でPCR検査…試薬の検査対象を拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　供給能力　月60万人分に
島津製作所は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染の有無を調べる唾液でPCR検査。日本医師会の要請
を受け、唾液でも従来手法と同等の精度が確認できたため。厚生労働省は5月中にも簡便
で二次感染ﾘｽｸの少ない唾液を使った検査を認める方針。ｺﾛﾅ感染の第2波に備えた対応
を進める。最短で約1時間で検査結果が判明する。島津は4月に月10万人分の提供を想定
していたが、6月中に月60万人分の供給能力を増やす。

＊国産ﾜｸﾁﾝ開発の黒子…遺伝子「編集」で量産「ﾀｶﾗﾊﾞｲｵ、脚光」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染が拡大するなか、ﾀｶﾗﾊﾞｲｵの存在感が高まっている。大阪大学などと
ﾜｸﾁﾝ開発に乗り出し、年内には20万人分を量産するﾒﾄﾞをつけた。中国政府などの要請を
受けてPCR検査で使う試薬も緊急増産し、26日時点の株価は年初から約3割上昇した。強
みとするのは40年間磨いてきた遺伝子の「編集」技術だ。日本国内でﾜｸﾁﾝを確保するうえ
で、重要な役割を担うことになる。
・ﾊﾞｲｵ企業のｱﾝｼﾞｪｽと大阪大、そしてﾀｶﾗﾊﾞｲｵなどが取り組む「DNAﾜｸﾁﾝ」だ。来年の早い
時期にも、医療現場で使えると期待されている。


